
・ CFOの⽮野でございます。

・ 本⽇は、当社の第3四半期決算の状況について、既に開⽰しております「2024年度第３四半期決算報
告」 の資料に基づき、ご報告させていただきます。
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・ 1ページをご覧ください。本⽇お伝えしたいポイントです。
・ 最初に第３四半期までの決算を総括しますと、既存事業コア営業利益は前期⽐で減益となり、 第3四半期

単体では計画を下回りましたが、累計ベースでは社内計画を上回って推移しており、 通期では期初ガイダンス
の達成を⾒込んでおります。

・ では、ポイントの⼀つ⽬、第3四半期までの累計実績ですが、売上収益は前期⽐プラス6％と全事業で増収、
既存事業コア営業利益は前期⽐マイナス７％と減益で着地しました。

・ 事業部⾨の動向についてそれぞれご説明します。
・ 最初に国内即席めん事業です。
・ ⽇清⾷品・明星⾷品ともに数量増となり、価格コンシャス商品での需要を着実に取り込みながら、コアブランド

への回帰を促す戦略が引き続き奏功しています。利益⾯では、⾜元で戦略的に拡販費を使⽤したこともあり、
前年並みながら若⼲の減益となりました。

・ 次に国内⾮即席めん事業です。
・ 湖池屋が増収トレンドを維持した⼀⽅、⾜元の第3四半期単体では⽇清冷凍・⽇清シスコが⼤幅増収・増益

となり、全体の増収・増益基調に寄与しています。特に利益⾯では、昨年来各社で実施してきた価格改定効
果もあり、⾮即席めん事業全体で6.4％の増益となりました。

・ 最後に海外事業です。
・ まず、売上収益は世界的なダウントレーディングの環境下、各地域とも底堅い需要を確実に捉え、全ての地域

で増加しました。数量については、18 ページに記載の通り、海外事業全体で⾒ると、⽶国やメキシコにおける
数量減はありましたが、ブラジル、中国地域、欧州などの⾷数の伸びが貢献し、全体で1桁％の増加となりまし
た。これは、当社がグローバルに展開しているポートフォリオ効果が寄与していると捉えています。

・ 利益⾯では、中国・アジア地域は増益、⽶州・EMEA地域は減益となり、全体で減益となりました。主な減益
要因は、⽶州地域での資材や物流費の増加、⽶国の販売数量の減少、⼀部の欧州持分法適⽤会社の減
益になります。

・ ⽶国事業については、後ほど、詳細に説明いたします
・ ⼆つ⽬のポイントは今期の着地⾒通しです。売上収益・コア営業利益ともに第３四半期単体では社内計画

対⽐でビハインドだったものの、累計では計画インラインで進捗しております。
・ 第4四半期は、⽶国における販路拡⼤や新製品投⼊等による販売数量回復や、費⽤配分を平準化した⽇

清⾷品を中⼼にコストコントロールを⾏い、通期計画の達成を⽬指します。
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・ ２ページをご覧ください。

・ 2024年度第３四半期決算実績です。

・ 売上収益は、第3四半期としては過去最⾼となる5,823億円、前期⽐プラス6.1％、334億円の増収とな
りました。

・ 既存事業コア営業利益は、674億円と、前期⽐マイナス7.4％、54億円の減益となりました。

・ 海外の利益には円安に伴う為替影響が14億円含まれておりますが、これを除いた 「為替⼀定ベース」 では
前期⽐マイナス9.3%、当第3四半期の社内計画をわずかながら上回る⽔準 です。

・ 営業利益は、605億円と、前期⽐マイナス11.8％、81億円の減益となりました。既存事業コア営業利益
の減益額から27億円ほど減益幅が拡⼤しておりますが、これは中国地域で、固定資産等に対する減損損
失を計上したことによるものです。

・ 営業利益率は10.4％、当期利益率は7.5％で着地しました。
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・ 3ページをご覧ください。

・ こちらのページは第３四半期の既存事業コア営業利益の増減要因を分析したもので、細⽬は「為替⼀定ベ
ース」で表⽰しております。

・ 左から2番⽬のピンクのグラフでお⽰ししている売上収益変動の増加要因がありましたが、グレーのグラフのコス
ト増加要因が上回ったことを主因に、減益での着地となりました。

・ 国内事業・海外事業で分けて分析しますと、国内事業は価格改定及び販売数量の増加が資材・物流費・
促進費といったコスト増加要因をカバーし、増益で着地しております。海外事業は、⽶州における資材費の増
加や、物流費の⼀時的なコスト増に加え、欧州地域の持分法適⽤会社の減益に伴い、減益となりました。

・ この結果、既存事業コア営業利益は、前期⽐マイナス54億円、7％減益で着地しております。
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・ 4ページは四半期毎の既存事業コア営業利益の前期⽐増減要因で、右側に第3四半期単体の増減をお⽰
ししています。

・ 第3四半期は、コスト増加を主因に前期⽐減益となりました。

・ 国内は資材価格と物流費の上昇で前期⽐15億円のコスト増になっていますが、ここ数年のコスト増傾向と⽐
較すると、増加幅はかなり緩やかになってきています。この中で、⼩⻨粉価格は政府売渡価格引き下げの効
果もあり減少傾向である⼀⽅、今期は、主に⽶・具材・調味料・カカオ・⾺鈴薯などの価格が上昇しています
が、これらを多く使⽤するカップライスや菓⼦類は、既に公表している通り、価格改定により対応していきます。

・ 海外のコスト増は、⽶州における資材コスト上昇及び物流費の増加が主因です。⽶国では、⼩⻨やパーム油
を期初早いタイミングで年間使⽤分を確保したことから、直近の価格上昇に影響は受けていませんが、紙カッ
プ化の影響が今期まで前年対⽐で残ること、および第２四半期からフレート費⽤が急騰した影響が残ってい
ることが要因です。⼀⽅で、外部倉庫使⽤による伴う物流費については、在庫減少に伴い減少トレンドに転じ
ています。また、パーム油の直近の⾼騰の影響を⼀番⼤きく受けたのはブラジルでしたが、コスト上昇分をカバ
ーする為に２⽉に価格改定を実施しました。
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・ 続きまして、5ページはセグメント別の決算サマリーです。

・ 次ページ以降で詳しく、説明いたします。
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• 6ページをご参照ください

• こちらはセグメント別の売上収益のブレークダウンです。

• 国内即席めん事業は前期⽐プラス52億円、2.5％の増収

• 国内⾮即席めん事業は、前期⽐プラス118億円、8.7％の増収

• 海外事業は、前期⽐プラス153億円、7.6%の増収と全地域で増収となりました。
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・ 7ページをご覧ください。

・ セグメント別コア営業利益の実績です。

・ 国内即席めん事業については前期⽐マイナス1億円、0.3％と微減益、

・ 国内⾮即席めん事業は、前期⽐プラス8億円、6.4%の増益、

・ 海外事業は前期⽐マイナス42億円、11.5％の減益となりました。
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• 9ページをご覧ください。14ページまでは、各セグメント別の「事業の状況」です。
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・ まず、国内即席めん事業です。

・ 市場環境としては、実質賃⾦のマイナスが続くなか、消費者の価格コンシャス志向は根強く、即席めんに対する需要は相対
的に⾼いと捉えています。⼀⽅、賃上げトレンドや消費者の節約疲れもあり、消費者ニーズは多様化しています。

・ このような環境下で、⽇清⾷品・明星⾷品ともに数量増となり、⽇清⾷品は価格コンシャス品・コアブランド商品の双⽅が
堅調に推移しました。特に明星⾷品は、主⼒の中・⾼価格帯のコア商品や新製品が好調だったこともあり、⾜許でも数量
増以上の売上収益増加が続いています。

・ 利益⾯では、⽇清⾷品は拡販費の戦略的な投下に加え、2023年６⽉に実施した価格改定効果が⼀巡したこと、また、
具材や調味料を中⼼とした資材や物流費等の増加の影響により、前期⽐で５億円の減益となりました。

・ ⼀⽅、明星⾷品は4億円の増益となり、セグメント全体では前期⽐ほぼ横ばい⽔準となりました。
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 10ページをご覧ください。⾮即席めん事業です。

 ほぼ全ての事業会社で増収・増益となっていますが、特に⽇清ヨーク・⽇清シスコ・湖池屋が好調で、資材価格
の上昇をカバーし、増益で着地しています。

 ⽇清ヨークはピルクルシリーズが堅調であり、⾜元で資材や物流費の上昇があるなか、⾼収益体質を維持してい
ます。

 湖池屋は好調な⾼付加価値商品に加え、10⽉の価格改定後も、数量は前年⽐プラス圏を維持しております
。

 ⾜元の第3四半期単体では、⽇清冷凍はラーメン・パスタが好調、⽇清シスコはシリアル市場成⻑の追い⾵とと
もに価格改定効果もあり、プロダクトミックスが改善。この結果、両社とも増収・増益となっております。
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・ 11ページをご覧ください。まず⽶国事業についてご説明します。

・ ⽶国の⾜元の市場環境は、相対的に⼿頃な価格帯である即席めんの需要は堅調に推移していると捉えていますが、当社の第3四半期累計の販売⾷数は前期⽐で1桁前半％
減となりました。これは、第3四半期単体の数量が、前年⽐で1桁後半%減少したことが主因です。

・ この背景についてご説明させていただきます。

・ まず、⼀部の⼤⼿⼩売りの秋に⾏われる棚替えのタイミングで、当社の配荷率が⾼い⻄海岸エリアにおいて当社のベース商品のスペースが減少しました。今回のスペースの減少は、
ここ数年で急激に数量を増加させてきたことや、エリア拡⼤が順調に進んでいる中での短期的な反動減であると考えています。

・ ⼀⽅で、当該⼤⼿⼩売においては、即席めんの需要が⾼く当社のカバレッジがこれまで薄かった地域を中⼼に、配荷店舗数は順調に増えており、今期は戦略通りにエリア拡⼤が実
現していると捉えています。今後はこのエリアにおいてもビジネスの拡⼤を⽬指してまいります。

・ 今回の棚替えでは、店舗における即席めん全体のスペースが拡⼤するとともに、従来、アジア棚に置かれていた韓国系の即席めんがメイン棚の即席めんに置かれ始めたこともあり、即
席めん市場全体の販売量は増加しており、市場が拡⼤している点をポジティブにとらえています。

・ すでに商品施策や営業施策など様々な⾓度から対策を取っており、予定通り進捗している⼀⽅、第３四半期の数量減の主因である当該⼤⼿⼩売においても、中⻑期的な成⻑
に向けた種まきを進めている状況です。

・ また、今回の⼤⼿⼩売りの減少分を除くと、第３四半期単体では、数量のセルインベースの減少幅は1桁半ば程度です。当社のシェアが⾼いチャネルでのプロモーションの初期出荷
もあり、12⽉は前年⽐増となり、第４四半期の反転に向け、順調な滑り出しと評価しています。

・ 第３四半期単体の販売⾷数減の内訳ですが、ボリュームの⼤きいベース商品が⼆桁％の減少、プレミアム商品が⼀桁後半％の減少となりました。ベース商品は、先ほど お伝え
しました、第4四半期からスタートするキャンペーンや配荷先拡⼤にかかる初期出荷分などもあり持ち直しています。なお、プレミアム商品はほぼ全てのブランドで単価は維持できている
状況です。

・ 第4四半期は新規取引開始や既存販路でのプロモーションによる販売数量増を⽬指し、すでに、1⽉のセルインは過去最⾼レベルで順調にスタートしています。ただし、今回の第3
四半期の数量減は、少なからず第4四半期も影響が続くとみていますので、今期の数量増のレベルは、期初計画Mid-single digitから下⽅修正し、Low-single digitの⽔準で
着地するとみています。

・ 利益については、第3四半期では販売数量の減少と原材料費⽤の増加、外部倉庫費⽤の増加により減少しました。ただし、第4四半期単体では販売数量の増加と資材コスト増
加に伴う費⽤増の⼀巡を予定しており、増益を⾒込んでいます。

・ 上記から、⽶国の通期業績⾒通しは前期⽐増収、コア営業利益はコストコントロールなども進め、期初計画から⼤幅な乖離がないレベルでの着地を⾒込んでいます。

・ 当社では韓国勢が⽶国即席めん市場全体の拡⼤に寄与していると考えています。韓国勢のモメンタムについては、今後精緻に分析していきますが、①当社はベースとプレミアムと幅
広い商品群を有していること、②幅広い販売チャネルを有していること、③新⼯場の稼働により効率化が進みかつ安定した供給能⼒を獲得できることから、中⻑期的には⽶国市場
でトッププレイヤーを狙えると考えています。

・ メキシコでは、第3四半期単体の販売数量が前期⽐で2桁前半％の減少となりました。主な要因は、中南⽶諸国に対する輸出数量の減少です。利益⾯でも販売数量減に伴う
減収が響き、価格改定を９⽉から前倒しで実施したものの、減益で着地しました。

・ 減収の主因となっている輸出について、販売体制を再整備して巻き返しを図り、数量の回復を⽬指していきます。

・ ブラジルでは、⽣産体制の強化に向けた各種施策が奏功し、販売数量は第３四半期単体で前期⽐2桁％の増加となりました。7⽉の価格改定後も販売数量は順調に推移して
います。

・ 利益⾯では、主にパーム油の⾼騰、メンテナンス費⽤、為替影響等により、減益となりました。

・ なお、この原材料費の⾼騰を補うため、今⽉2⽉に価格改定を⾏います。また、⾜元で政策⾦利の引き上げによりレアル⾼に転換しつつあり、為替レートのポジティブな影響も含め、
Ｑ4以降は増益トレンドに戻るとみています。
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・ 12ページをご覧ください。

・ 中国地域についてご説明いたします。

・ ⾹港は、主⼒袋めん「出前⼀丁」の輸出取引が引き続き好調で、国内販売向けも、「北上消費」が続く⼀⽅で
、中国から⾹港への⼈の流れも戻りつつあることなどから、⾜元第3四半期は回復傾向にあり、全体の期初来累
計で販売数量が前期⽐プラスに転じました。また、新たに連結を開始した⼦会社3社も増収に貢献しています。

・ ⼤陸は、中国沿岸都市部では主⼒購買層の購買⼒低下により苦戦していますが、⻄部地区を中⼼とした内陸
において新たな販路開拓が徐々に進んできたことで、カップ麺の合味道ブランドの販売も堅調に推移し、第3四半
期も引き続き販売数量は前期⽐プラスを維持、累計でも前期⽐⼀桁半ば％の増加となりました。

・ 利益⾯では、パーム油等資材価格の⾼騰もあり⼤陸では減益となったものの、⾹港が好調であったこと、および数
量増や新たな連結⼦会社分の純増もあり、セグメント全体は増収・増益で着地しています。

・ なお、前述のとおり、今回、減損損失を合計27億円程計上しておりますが、これは⼤陸のノンフライ麺ラインや、
⾹港の冷凍事業の製造ライン、⼀部卸事業の無形資産等の減損です。主⼒であるフライ麺の即席めん事業は
堅調であり、今回の減損対象の資産には含まれておりません。なお、当該資産の減損損失を計上したことにより、
来期以降に関しましては、固定資産の償却負担が軽減される⾒通しとなります。
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・ 14ページをご覧ください。最後にEMEA地域についてご説明いたします。

・ 欧州⽇清は、カップめんに加え、袋めん市場の拡⼤も著しく、主要3ブランドとも好調に推移しており、数量も
第３四半期で⼆桁の伸びとなり、増収が続いています。中でもイギリスでの販売数量の増加が⽬⽴っており
ます。

・ 利益⾯では、第３四半期単体では売り上げが好調で増益となっていますが、累計ベースでは、第２四半期
までの物流費や減価償却の増加などにより、若⼲の減益での着地となりました。

・ 持分法適⽤会社の2社について、マルベンは⼀部地域での売上収益の減少と、⼩⻨を中⼼とする原材料
価格の⾼騰により減益が続いていますが、秋に価格改定を実施しました。

・ ⼀⽅、プレミアフーズは、⾜元の第３四半期が好調に推移し⼤幅増益となったことから、累計ベースで増益と
なり、また通期でも期初計画から⼤きく上振れる⾒通しです。

・ 私からのご説明は以上となります。
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